
公立大学法人富山県立大学物品貸付要領 

最終改正 令和３年４月１日 

（目的） 

第１条 この要領は、公立大学法人富山県立大学固定資産管理細則（以下「固定資産管理

細則」という。）第 16 条の規定に基づき本学における物品を学外者に貸付ける場合の事

務手続を定めるものであり、法令その他規定に定めるものの他この要領の定めるところ

による。 

（定義） 

第２条 この要領において物品とは、次の各号に掲げるものをいう。 

（１）固定資産管理細則第２条の規定する有形固定資産のうち土地、建物、構築物を除く

もの 

（２）固定資産管理細則第３条に規定する少額資産 

（貸付範囲） 

第３条 本学の業務に支障がない限り、次の各号に掲げる者に対し貸付けることができ

る。 

（１）国、地方公共団体、国立大学法人、独立行政法人及び地方独立行政法人 

（２）教育及び研究を目的とする法人及び団体 

（３）職員の福利厚生を目的とする法人及び団体 

（４）民間企業の研究機関 

２ 前項の規定にかかわらず、理事長が認めた場合には貸付けることができる。 

（貸付手続） 

第４条 物品の貸付けを受けようとする者は、原則として１か月前までに物品貸付申請

書（様式第１号）を本学に提出しなければならない。 

２ 貸付料が 500 万円未満となる場合には、貸付許可書（様式第２号）を発行するものと



する。 

３ 貸付料が 500 万円以上となる場合には、貸付けを受けようとする者と物品貸付契約

書（様式第３号）により契約を締結するものとする。 

４ 第２項又は第３項により物品の貸付けを受けた者（以下「借受人」という。）は、借

受書（様式第４号）を提出しなければならない。 

（貸付期間） 

第５条 物品の貸付期間は、１年を限度とする。ただし、第 8 条に該当する場合で、特別

な事由があると認めるときは、１年を超えることができる。 

２ 前項ただし書き以外の場合においても必要に応じて更新することを妨げないものと

し、貸付期間満了の１か月前までに、書面にて本学に申し出るものとする。 

３ 美術品及び収蔵品の貸付期間は、前２項の規定にかかわらず原則として 90 日を超え

ることができない。 

（貸付料） 

第６条 物品の貸付けは、原則として有償とする。 

２ 借受人は、本学が指定する銀行口座に原則として貸付開始日の３日前（ただし、土、

日、「国民の祝日に関する法律」（昭和 23 年法律第 178 号）に規定する休日（以下「祝

日法による休日」という。）及び 12 月 29 日から翌年の１月３日（祝日法による休日を

除く。）は除く。）までに振込により納入しなければならない。 

３ 貸付料は別に定める。 

 （貸付料の還付） 

第７条 一旦納入された貸付料は、借受人自身の都合により借受けを取り止めた場合及

び借受人の責に帰すべき事由により、本学が許可を変更又は取消した場合には返還しな

い。ただし、本学の都合により許可を変更又は取消した場合は、貸付料の全額又は一部

を返還することができる。 



（無償貸付） 

第８条 次の各号に掲げる場合、当該物品を無償で貸付けることができる。 

（１）教育及び研究に供することを目的として第３条第１項第１号に該当する者に貸付

ける場合 

（２）第３条第１項第３号に該当する者に貸付ける場合 

（３）本学の職員と共同で研究を行う場合 

（４）その他理事長が認めた場合 

（貸付物品の亡失又は損傷） 

第９条 借受人は貸付物品を亡失し、又は損傷した場合はその損害を弁償しなければな

らない。ただし、理事長がやむを得ない事情があると認めた場合はこの限りでない。 

（貸付条件） 

第 10 条 物品を貸付ける場合には、次の各号に掲げる条件を付さなければならない。 

（１）借受人は、物品の引渡し、維持、修理及び返納に要する費用を負担すること。 

（２）借受人は、物品を善良な管理者の注意をもって管理すること。 

（３）借受人は、許可の取消し若しくは変更が行われた場合又は使用期間が満了した場合

において、物品に投じた修繕費等の必要経費及びその他の費用を請求しないこと。 

（４）借受人は、物品を転貸し、又は担保に供しないこと。 

（５）借受人は、物品を貸付目的以外に使用しないこと。 

（６）借受人は、物品の使用場所が指定された場合には、指定された場所以外で使用しな

いこと。 

（７）借受人は、物品の貸付期間満了の日までに、指定の場所に返納すること。 

（８）借受人が、貸付条件に違反したとき又は本学において貸付物品を必要としたときは、

速やかに返納すること。 

（９）借受人は、物品を亡失又は損傷したときは、直ちに詳細な報告書を理事長に提出し



その指示に従うとともに、その原因が天災、火災又は盗難にかかるものであるときは、

亡失又は損傷の事実又は理由を証する関係官公署の発行する証明書を添付すること。 

（10）借受人は、物品を亡失又は損傷したときは、相当の弁償をすること。 

（11）理事長は、貸付物品について随時に実地調査し、若しくは所要の報告を求め、又は

当該物品の維持、管理及び返納に関して必要な指示をすることができること。 

（12）借受人は、物品を借受けたときは、直ちに借受書を提出すること。 

（13）借受人は、物品の写真撮影及び複製をしてはならない。ただし、理事長が特に認め

た場合はこの限りでない。 

２ 理事長は、借受人に対し本学を受取人とする財産保険契約を締結させること、その他

必要と認められる条件を付することができる。 

（その他） 

第 11 条 この要領に定めるもののほか、この要領を実施するために必要な事項について

は、理事長が別に定める。 

附 則 

この要領は、平成 27 年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成 31 年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、令和３年４月１日から施行する。 

 

 

  



 

貸付料について 

 

第１ 物品の貸付料 

 ・物品の貸付料は次の算式により求めた額とする。 

   貸付料＝貸付基礎額に消費税相当額を加算した額 

 

   貸付基準額（年額）の算出方法 

    ａ 耐用年数が満了していないもの（残存価額が１円でないもの） 

       貸付基礎額＝当該年度当初の価格÷耐用年数 

注）当該年度中に取得した物品の場合は、上記算式中「当該年度当初の

価格」を「取得価格」に読み替えて適用する。 

    ｂ 耐用年数が満了しているもの（残存価額が１円のもの） 

       貸付基礎額＝取得価格×10％÷耐用年数 

 

・なお、貸付期間が１年未満の場合、貸付基礎額は、貸付期間に応じて日割り計算した額

とする。 

・貸付料の計算において１円未満の端数は切り捨てるものとする。 

 

第 2 美術品・収蔵品の貸付料 

 ・美術品・収蔵品の貸付料は次の算式により求められた額とする。 

   貸付料＝貸付基礎額に消費税相当額を加算した額 

貸付基礎額は貸付期間にかかわらず、一律、１点（１組又は１連の作品で通常１点

と数えるものを含む。）1,000 円とする。 


